
公益財団法人鳥取県農業農村担い手育成機構建設工事等の入札に関する規程

制  定（平成２９年２月１５日）

（趣旨） 

第１条 この規程は、公益財団法人鳥取県農業農村担い手育成機構（以下「機構」という。）が行う建設工事等の入札

に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

（１）建設工事 機構が行う建設業法（昭和24年法律第100号）第２条第１項に規定する建設工事をいう。 

（２）測量等業務 建設工事に係る測量、建設コンサルタント、地質調査及び補償コンサルタントの業務をいう。 

（３）建設工事等 建設工事及び測量等業務をいう。 

（４）入札 建設工事等の契約の相手方を決定するために行う一般競争入札又は指名競争入札をいう。 

（５）入札者 入札に参加する者をいう。 

（県の規則等の適用） 

第３条 機構が行う建設工事等の入札においては、鳥取県建設工事等の入札制度に関する規則（平成 1 9年鳥取県規則

第 7 6 号。以下「規則」という。）のほか、鳥取県が行う建設工事等の入札において適用する規定を準用するものと

する。ただし、総合評価競争入札、電子入札及び低入札価格調査に関する事項については、当分の間、適用しない。 

（入札方式） 

第４条 請負対象設計金額（建設工事に係る請負契約の対象となる部分の設計金額をいう。）が次の表の左欄に掲げる

額の建設工事の請負契約又は委託対象設計金額（測量等業務に係る委託契約の対象となる部分の設計金額をいう。）

が同表中欄に掲げる額の測量等業務の委託契約は、それぞれ同表の右欄に定める入札の方式により相手方を決定する

ものとする。 

請負対象設額 委託対象設額 入札の方式

250万円以上

1,000万円未満

100万円以上

500万円未満

 限定公募型指名競争入札（有資格者である

ことのほか、当該有資格者の事業所の所在地、

当該契約に係る建設工事等についての経験又

は技術的適性の有無その他建設工事等の適正

な実施と入札の公平な執行のために必要な資

格（以下「応募条件」という。）を定めて入札

者を公募し、これに応募した有資格者のうち

当該応募条件を具備するものの中から、建設

工事にあっては鳥取県建設工事指名競争入札

指名業者選定要綱、測量等業務にあっては鳥

取県測量等業務指名競争入札指名業者選定要



綱に準じるところにより入札者を選定して行

う指名競争入札をいう。以下同じ。）ただし、

要件を満たす者全てを指名することとする。

1,000 万 円以

上

500万円以上  制限付一般競争入札（有資格者であること

のほか、当該有資格者の事業所の所在地又は

当該契約に係る建設工事等についての経験も

しくは技術的適性の有無等に関する必要な資

格を定めて行う一般競争入札をいう。以下同

じ。）

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる建設工事等については、同項の表の右欄に定める入札の方式以外の入札の方

法又は随意契約の方法により当該建設工事等の契約を締結することができる。 

（１）災害復旧、適期施工等のため直ちに発注する必要があると理事長が認めた建設工事等 

（２）建設工事等の内容、規模等からみて、前項の表の右欄に定める入札の方式以外の入札の方法又は随意契約の方

法によることが適当と理事長が認めた建設工事等 

（本店所在地に関する応募条件） 

第５条 県内に本店を有する有資格者によって円滑かつ適正に実施できると見込まれる建設工事等の制限付一般競争

入札又は限定公募型指名競争入札（以下「県内向け公募型入札」という。）を行う場合においては、以下のとおりと

する。 

（１） 建設工事 

ア 請負対象設計金額が２，０００万円以上のもの    

規則第１６条を準用する。 

イ 請負対象設計金額が２，０００万円未満のもの 

工事所在地市町村及び隣接する市町村の中から、理事長が指定する市町村 

（２） 測量等業務 

規則第１６条を準用する。 

（格付等級に関する応募条件） 

第６条 県内向け公募型入札を行う場合、当該建設工事の格付工種及び会社の格付等級の応募条件を設けることについ

ては、規則第１７条を準用する。 

（その他の応募条件） 

第７条 理事長は、建設工事等の制限付一般競争入札又は限定公募型指名競争入札を行う場合において、当該入札に係

る建設工事等の内容、規模等からみて必要があると認めるときは、前条に規定する応募条件のほか、次に掲げる応募

条件を設けることができる。

 （１）当該入札に係る建設工事の施工現場に専任で配置することができる技術者（当該建設工事等の内容、規模等か

らみて理事長が必要と認めた資格を有する者をいう。同項第５号及び第６号において同じ。）の追加に関するこ

と。 

 （２）当該入札に参加する有資格者の経営状況に関すること。



 （３）測量等業務の成果品に対する重点的かつ詳細な履行確認の実施に関すること 

（４）当該入札に係る建設工事等と同種同程度の建設工事等の実績（次号において「同種工事等実績」という。）を

有すること。

（５）当該入札に係る建設工事等に従事する技術者の資格に関すること及び当該技術者が同種工事等実績を有するこ

と。 

（６）県内の本店又は営業所に従事する技術者の数、資格等に関すること。 

（７）前６号に掲げるもののほか、理事長が特に必要と認める事項に関すること。

（調達公告） 

第８条 理事長は、建設工事等を制限付一般競争入札又は限定公募型指名競争入札に付そうとするときは、次に掲げる

各号（限定公募型指名競争入札の場合は、第４号及び第７号を除く。）をインターネットの機構のホームページ

（http://www.t-agri.com/ninaitekiko/)、掲示その他の方法により公告するものとする。 

（１）当該入札に係る建設工事等の名称及び実施場所 

（２）当該入札に係る入札参加資格及び応募条件 

（３）当該入札に係る契約条項を示す場所 

（４）入札保証金に関する事項 

（５）郵便又は民間事業者による信書の送達に関する法律（平成14年法律第99号）第２条第６項に規定する一般信書

便事業者若しくは同条第９項に規定する特定信書便事業者による同条第２項に規定する信書便（以下「郵便等」

という。）による入札の可否 

（６）開札の場所及び日時 

（７）前号に掲げるもののほか、理事長が特に必要と認める事項 

２ 前項の規定による公告（以下「調達公告」という。）は、その開札期日の前日から起算して、次の各号に掲げる建

設工事等の区分に応じそれぞれ当該各号に定める日前にするものとする。この場合において、公益財団法人鳥取県農

業農村担い手育成機構就業規則第15条第１項に規定する休日（以下「休日」という。）の日数は、算入しないものと

する。 

（１）予定価格が500万円未満の建設工事等 ３日 

（２）予定価格が500万円以上5,000万円未満の建設工事等 １０日 

（３）予定価格が5,000万円以上の建設工事等 １５日 

３ 前項の規定にかかわらず、理事長は、急施を要する建設工事等を入札に付そうとするとき、又は入札者若しくは落

札者がない場合若しくは落札者が契約を締結しない場合において、さらに入札に付そうとするときは、同項第２号又

は第３号に規定する期間を５日以内に限り短縮することができる。 

（応募者の審査） 

第９条 理事長は、調達公告に応募した者（以下「応募者」という。）が入札参加資格及び応募条件を具備しているか

否かを審査し、限定公募型指名競争入札においては その結果をあらかじめ応募者に通知するものとする。 

２ 前項の規定により理事長から入札者として指名する旨の通知を受けた応募者以外の者は、限定公募型指名競争入

札に参加することができない。 

（入札者の指名） 

第１０条 理事長は、限定公募型指名競争入札においては、前条第１項の規定による審査の結果、入札参加資格及び応



募条件を具備していると認められた応募者全てを指名する。 

（不指名理由の説明） 

第１１条 限定公募型指名競争入札において、第９条第１項の規定により理事長から入札者として指名する旨の通知を

受けた応募者以外の者は、理事長に対して書面によりその理由の説明を求めることができる。 

２ 理事長は、前項の規定により応募者から説明を求められたときは、当該説明を求められた日から起算して６日以内

に、書面により当該応募者に回答するものとする。 

 この場合において、休日の日数は、算入しないものとする。 

（入札保証金） 

第１２条 理事長は、入札者に、当該入札者の見積る入札金額の100分の5以上の入札保証金を納めさせなければならな

い。ただし、入札者が次の各号のいずれかに該当する場合においては、入札保証金の全部又は一部を納めさせないこ

とができる。 

（１）保険会社との間で機構を被保険者とする入札保証保険契約を締結し、その証券を提出したとき。 

（２）落札後契約を締結しないおそれがないと認められるとき。 

 （３）予定価格が少額であり、落札後契約を締結しないおそれがないと認められるとき。 

２ 前項の入札保証金は、次条第１項の規定により入札書（入札者の入札金額を記載した書面をいう。以下同じ。）を

理事長に提出する際に納付するものとする。 

（入札の手続） 

第１３条 入札者は、入札書を作成し、封かんの上、これを指定の日時までに定められた場所へ提出しなければならな

い。 

２ 入札者は、第三者を代理人として入札に関する行為を行わせようとするときは、入札の都度、その委任状を理事長

に提出しなければならない。 

（入札書の訂正等） 

第１４条 入札者は、入札書の記載事項についてまっ消、訂正又は挿入をしたときは、これに印を押さなければならな

い。ただし、入札金額は、これを改めることができない。 

（予定価格の作成） 

第１５条 理事長は、その入札に付する建設工事等の価格を当該建設工事等に関する仕様書、設計書等によって予定し、

次条第１項の規定により予定価格を入札の執行前に公表する場合を除くほか、その予定価格を記載した書面を封書に

し、開札の際これを開札の場所に置かなければならない。 

（予定価格の入札執行前の公表） 

第１６条 理事長は、機構の財産上の利益を不当に害するおそれ、その他入札の適正な執行に支障を及ぼすおそれがあ

る場合を除くほか、予定価格を入札の執行前に公表するものとする。ただし、予定価格の公表についての試行を行う

場合、その他理事長が必要があると認める場合については、この限りでない。 

（予定価格の決定方法） 



第１７条 予定価格は、入札に付する建設工事等の価格の総額について、建設工事等の施工又は履行の難易、工期又

は履行期間の長短等を考慮して適正に定めなければならない。 

（最低制限価格） 

第１８条 理事長は、建設工事の内容に適合した履行を確保するため、必要があると認めるときは、最低制限価格を設

けることができる。 

２ 最低制限価格は、入札に付する建設工事の予定価格の３分の２以上の範囲内において定めるものとする。 

（落札者の決定） 

第１９条 入札における落札者は、次の各号のいずれにも該当しない入札者で、予定価格の制限の範囲内で最低の価格

をもって申込みをしたものとする。 

 （１）当該入札に係る入札参加資格又は応募条件を具備していなかったことが判明した入札者 

（２）最低制限価格を下回る入札価格が記載された入札書を提出した入札者 

（３）前２号に掲げるもののほか、入札において重大な不備等があった入札者 

（限定公募型以外の指名競争入札） 

第２０条 第１２条から前条までに定めるところによるほか、限定公募型指名競争入札以外の指名競争入札の実施につ

いては、鳥取県建設工事指名競争入札指名業者選定要綱又は鳥取県測量等業務指名競争入札指名業者選定要綱を準用

する。 

（入札参加制限） 

第２１条 理事長は、規則第34条の規定により鳥取県の建設工事等の入札に参加できない有資格者を入札に参加させな

いものとする。 

２ 理事長は、未執行の指名競争入札において現に入札者としている有資格者が前項の規定による入札参加制限を受け 

 た場合は、直ちに当該指名を取り消すものとする。 

    附  則

 （施行期日） 

 この規程は、平成２９年２月１５日から施行する

 （改  正）

 平成３０年３月２日 一部改正 




